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予防から復職までのトータルプランの策定が急務
産業医（精神科医）配置を機にメンタルヘルス不全総合対策の早期策定を！

職員厚生課が「過重労働対策産業医保健指導等委託事業」で、出前の相談・面接指導を実施
　県労連賃金確定闘争の結果、来年4月から健康管理センターに精神科医の産業医が配置されることになりました。これは、長年にわたる自治労県職労の強い要求が実を結んだものです。

健康管理Ｃにメンタル対策の司令塔を！
精神科医である産業医は、その役割を積極的に果たせる位置づけと環境の整備が重要です。

自治労県職労は、2011年度基本要求交渉の中で、産業医（精神科医）の配置とともに、「職員健康管理Ｃ内に産業医を責任者とする対策室を設け、発症予防、早期発見、早期ケア、早期復職サポートの枠組みによる総合的なメンタルヘルス不全対策を確立すること。」を求めています。

配置される産業医（精神科医）を核に、総合的なメンタルヘルス不全対策を推進する体制を確立し、県職場におけるメンタルヘルス不全の原因を調査・研究し、それに基づいた予防策、早期発見・早期支援策、復帰支援策、復帰後のフォロー策からなる総合対策を策定する必要があります。

その上で、できることから実施していくことが一番合理的な方法です。
復帰後一定期間の臨任配置の継続を！
メンタルヘルス不全は、復職したからといって、翌日から100％働けるものではありません。むしろプレッシャーによって、再び休職になってしまうケースもあります。また、周囲の職員は気を使って当事者の分担を引き受けるケースも実際には多々あります。こうした負担により第2第3のメンタルヘルス不全も誘発されています。

当事者の着実な復職を支援し、周囲の職員の負担を軽減する観点から、休職明けの一定期間について臨任職員を継続することは大変有効であり、自治労県職労は基本要求において強く実現を求めています。
出前の面接指導もスタート！

　職員厚生課は12月から、「過重労働対策産業医保健指導等委託事業」をスタートします。

　これは、委託した外部医師（精神科医等）が、該当所属を訪問して面接指導を行うもので、「健康管理センターに来てもらう」という、「待ちの姿勢」から転換したもので、評価できる事業です。忙しい時期の実施ですが、積極的に活用しましょう。

過重労働対策産業医保健指導等委託事業概要

１　経　過

　2006～2008年度に外部医師（産業医）による相談窓口を県庁内及び県庁外に設置し、健康指導、健康相談及び面接指導を実施した。

　2009年度に相談者の状況及び相談内容の調査分析、事業の見直し及び検討した結果、過重労働対策の面接対象者の多くが面接を受ける時間的余裕が少ないことから、対象者の職場に出向いて面接を実施する制度を設けることが有効であると判断し、2010年度に実施することとした。

２　事業内容　外部医師（精神科医等）による該当所属訪問・該当者面談による健康相談及び指導
３　対象者　2009年度及び2010年9月までの時間外勤務実績が、○月100時間を超える時間外勤務を行った職員、○2か月ないし6か月の1か月平均が月80時間を超える時間外勤務を行なった職員、○月45時間を超え月100時間以下の時間外勤務を行なった職員
４　対象所属　対象者が多数の所属（出先機関を含む）を上位から15所属選択
５　実施時期　2010年12月～2011年2月
グループ保険説明会！

○二俣川地区

　12月10日（金）12時15分～　産業短大会議室

○小田原合同庁舎
　12月13日（月）12時10分～　3Ｄ会議室

○厚木合同庁舎
　12月14日（火）12時10分～　本館3階会議室

○平塚合同庁舎
　12月15日（水）12時10分～　5Ｃ会議室

※臨任・非常勤職員、非組合員の方も参加ください。

※弁当を用意しますので、事前に組合事務所（045-201-2961）までご連絡ください。









